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市第 135 号議案関連資料 

 

 

横浜市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例及び 

横浜市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例の一部改正について 

 

１ 趣旨 

平成 28 年６月に児童福祉法等の一部を改正する法律が公布されました。 

これに伴い、関係条例の整備を図るため、横浜市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する

条例等の一部を改正します。 

 

２ 改正する条例 

 (1) 横浜市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 

 (2) 横浜市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例 

 

３ 改正の概要（条例改正案及び引用する法の条文については別紙のとおり） 

 (1) 横浜市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 

施設種別「情緒障害児短期治療施設」の名称が「児童心理治療施設」に変更されるため、関

係条文の変更を行います。 

 (2) 横浜市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例 

引用する法の条文の構成が変わり「項ずれ」が生じるため、関係条文の変更を行います。 

 

４ 条例施行期日 

平成 29 年４月１日 

 

 

  

平 成 2 9 年 ２ 月 1 7 日 

こども青少年・教育委員会資料 

こ ど も 青 少 年 局 
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【別紙１】 

横浜市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 

現行 改正案 備考 

目次 目次  

第 12 章 情緒障害児短期治療施設

（第 95 条―第 100 条） 

第 12 章 児童心理治療施設（第 95 条

―第 100 条） 

名称の変更 

   

（給付金として支払を受けた金銭の

管理） 

（給付金として支払を受けた金銭の

管理） 

 

第 16 条 乳児院、児童養護施設、障

害児入所施設、情緒障害児短期治療

施設又は児童自立支援施設の設置

者が、入所中の児童に係る児童福祉

施設の設備及び運営に関する基準

（昭和 23 年厚生省令第 63 号。以下

「省令」という。）の規定により厚

生労働大臣が定める給付金（以下こ

の条において「給付金」という。）

の支給を受けたときは、給付金とし

て支払を受けた金銭を次に掲げる

ところにより管理しなければなら

ない。 

第 16 条 乳児院、児童養護施設、障

害児入所施設、児童心理治療施設又

は児童自立支援施設の設置者が、入

所中の児童に係る児童福祉施設の

設備及び運営に関する基準（昭和

23 年厚生省令第 63 号。以下「省令」

という。）の規定により厚生労働大

臣が定める給付金（以下この条にお

いて「給付金」という。）の支給を

受けたときは、給付金として支払を

受けた金銭を次に掲げるところに

より管理しなければならない。 

名称の変更 

（第１号から第４号まで省略） （第１号から第４号まで省略）  

   

（苦情への対応） （苦情への対応）  

第 20 条 （第１項省略） 第 20 条 （第１項省略）  

２ 乳児院、児童養護施設、障害児入

所施設、児童発達支援センター、情

緒障害児短期治療施設及び児童自

立支援施設においては、前項の必要

な措置として苦情の公正な解決を

図るために、苦情の解決に当たって

これらの施設の職員以外の者を関

与させなければならない。 

２ 乳児院、児童養護施設、障害児入

所施設、児童発達支援センター、児

童心理治療施設及び児童自立支援

施設においては、前項の必要な措置

として苦情の公正な解決を図るた

めに、苦情の解決に当たってこれら

の施設の職員以外の者を関与させ

なければならない。 

名称の変更 

（第３項及び第４項省略） （第３項及び第４項省略）  

   

第 12 章 情緒障害児短期治療施設 第 12 章 児童心理治療施設 名称の変更 

（設置の基準） （設置の基準）  

第 95 条 情緒障害児短期治療施設の 第 95 条 児童心理治療施設の設備の 名称の変更 
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設備の基準は、次のとおりとする。 基準は、次のとおりとする。 

（第１号から第４号まで省略） （第１号から第４号まで省略）  

   

（職員） （職員）  

第 96 条 情緒障害児短期治療施設に

は、医師、心理療法担当職員、児童

指導員、保育士、看護師、個別対応

職員、家庭支援専門相談員、栄養士

及び調理員を置かなければならな

い。ただし、調理業務の全部を委託

する施設にあっては、調理員を置か

ないことができる。 

第 96 条 児童心理治療施設には、医

師、心理療法担当職員、児童指導員、

保育士、看護師、個別対応職員、家

庭支援専門相談員、栄養士及び調理

員を置かなければならない。ただ

し、調理業務の全部を委託する施設

にあっては、調理員を置かないこと

ができる。 

名称の変更 

（第２項から第６項まで省略） （第２項から第６項まで省略）  

   

（情緒障害児短期治療施設の長の資

格等） 

（児童心理治療施設の長の資格等） 名称の変更 

第 97 条 情緒障害児短期治療施設の

長の資格等については、第 28 条の

規定を準用する。この場合におい

て、同条第１項第１号中「小児保健」

とあるのは、「精神保健又は小児保

健」と読み替えるものとする。 

第 97 条 児童心理治療施設の長の資

格等については、第 28 条の規定を

準用する。この場合において、同条

第１項第１号中「小児保健」とある

のは、「精神保健又は小児保健」と

読み替えるものとする。 

名称の変更 

   

（心理療法、生活指導及び家庭環境の

調整） 

（心理療法、生活指導及び家庭環境の

調整） 

 

第 98 条 情緒障害児短期治療施設に

おける心理療法及び生活指導は、児

童の社会的適応能力の回復を図り、

当該児童が、当該情緒障害児短期治

療施設を退所した後、健全な社会生

活を営むことができるようにする

ことを目的として行わなければな

らない。 

第 98 条 児童心理治療施設における

心理療法及び生活指導は、児童の社

会的適応能力の回復を図り、当該児

童が、当該情緒障害児短期治療施設

を退所した後、健全な社会生活を営

むことができるようにすることを

目的として行わなければならない。 

名称の変更 

２ 情緒障害児短期治療施設におけ

る家庭環境の調整は、児童の保護者

に児童の状態及び能力を説明する

とともに、当該児童の家庭の状況に

応じ、親子関係の再構築等が図られ

るように行わなければならない。 

２ 児童心理治療施設における家庭

環境の調整は、児童の保護者に児童

の状態及び能力を説明するととも

に、当該児童の家庭の状況に応じ、

親子関係の再構築等が図られるよ

うに行わなければならない。 

名称の変更 
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（自立支援計画の策定等） （自立支援計画の策定等）  

第 99 条 情緒障害児短期治療施設に

おける自立支援計画の策定、業務の

質の評価等及び児童と起居をとも

にする職員については、第 31 条、

第32条及び第62条の規定を準用す

る。この場合において、第 31 条中

「第 29 条第１項」とあるのは「第

98 条第１項」と、「乳幼児」とあ

るのは「児童」と、第 32 条中「第

37 条」とあるのは「第 43 条の２」

と読み替えるものとする。 

第 99 条 児童心理治療施設における

自立支援計画の策定、業務の質の評

価等及び児童と起居をともにする

職員については、第 31 条、第 32 条

及び第 62 条の規定を準用する。こ

の場合において、第 31 条中「第 29

条第１項」とあるのは「第 98 条第

１項」と、「乳幼児」とあるのは「児

童」と、第 32 条中「第 37 条」とあ

るのは「第 43 条の２」と読み替え

るものとする。 

名称の変更 

   

（関係機関との連携） （関係機関との連携）  

第 100 条 情緒障害児短期治療施設

の長は、児童の通学する学校及び児

童相談所並びに必要に応じ児童家

庭支援センター、児童委員、保健所、

福祉保健センターその他の関係機

関と密接に連携して児童の指導及

び家庭環境の調整に当たらなけれ

ばならない。 

第 100 条 児童心理治療施設の長は、

児童の通学する学校及び児童相談

所並びに必要に応じ児童家庭支援

センター、児童委員、保健所、福祉

保健センターその他の関係機関と

密接に連携して児童の指導及び家

庭環境の調整に当たらなければな

らない。 

名称の変更 

   

附 則 附 則  

（第１項から第３項まで省略） （第１項から第３項まで省略）  

４ 平成23年６月17日前から存する

乳児院、母子生活支援施設、児童養

護施設、障がい者制度改革推進本部

等における検討を踏まえて障害保

健福祉施策を見直すまでの間にお

いて障害者等の地域生活を支援す

るための関係法律の整備に関する

法律（平成 22 年法律第 71 号。以下

「整備法」という。）第５条の規定

による改正前の法（以下「旧法」と

いう。）第 42 条の知的障害児施設

若しくは旧法第 43 条の２の盲ろう

あ児施設（通所のみにより利用され

るものを除く。）であって、整備法

附則第 34 条第１項の規定により整

４ 平成23年６月17日前から存する

乳児院、母子生活支援施設、児童養

護施設、障がい者制度改革推進本部

等における検討を踏まえて障害保

健福祉施策を見直すまでの間にお

いて障害者等の地域生活を支援す

るための関係法律の整備に関する

法律（平成 22 年法律第 71 号。以下

「整備法」という。）第５条の規定

による改正前の法（以下「旧法」と

いう。）第 42 条の知的障害児施設

若しくは旧法第 43 条の２の盲ろう

あ児施設（通所のみにより利用され

るものを除く。）であって、整備法

附則第 34 条第１項の規定により整

名称の変更 
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備法第５条の規定による改正後の

法（以下「新法」という。）第 35

条第３項若しくは第４項の規定に

基づき新法第 42 条第１号の福祉型

障害児入所施設として設置してい

るものとみなされたもの、情緒障害

児短期治療施設又は児童自立支援

施設の建物（同日において建築中の

ものを含み、同日以後に増築され、

又は全面的に改築された部分を除

く。）については、第 25 条第２号、

第 26 条第２号、第 34 条第２号若し

くは第３号、第 55 条第２号（第 101

条第２項において準用する場合を

含む。）、第 64 条第７号又は第 95

条第２号の規定にかかわらず、なお

従前の例による。 

備法第５条の規定による改正後の

法（以下「新法」という。）第 35

条第３項若しくは第４項の規定に

基づき新法第 42 条第１号の福祉型

障害児入所施設として設置してい

るものとみなされたもの、児童福祉

法等の一部を改正する法律（平成

28 年法律第 63 号。以下「改正法」

という。）第２条の規定による改正

前の法第 43 条の２の情緒障害児短

期治療施設であって、改正法附則第

６条の規定により改正法第２条の

規定による改正後の法第 43 条の２

の児童心理治療施設とみなされた

もの又は児童自立支援施設の建物

（同日において建築中のものを含

み、同日以後に増築され、又は全面

的に改築された部分を除く。）につ

いては、第 25 条第２号、第 26 条第

２号、第 34 条第２号若しくは第３

号、第 55 条第２号（第 101 条第２

項において準用する場合を含む。）、

第64条第７号又は第95条第２号の

規定にかかわらず、なお従前の例に

よる。 

（第５項及び第６項省略） （第５項及び第６項省略）  
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【別紙２】 

横浜市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例 

現行 改正案 備考 

（定義） （定義）  

第２条 （第１項及び第２項省略） 第２条 （第１項及び第２項省略）  

３ この条例において「養育者」とは、

次に掲げる児童と同居して、これを

監護し、かつ、その生計を維持する

者であって、児童福祉法（昭和 22

年法律第 164 号）第６条の３第８項

に規定する小規模住居型児童養育

事業を行う者又は同法第６条の４

第１項に規定する里親（以下「小規

模住居型児童養育事業を行う者等」

という。）以外のものをいう。 

３ この条例において「養育者」とは、

次に掲げる児童と同居して、これを

監護し、かつ、その生計を維持する

者であって、児童福祉法（昭和 22

年法律第 164 号）第６条の３第８項

に規定する小規模住居型児童養育

事業を行う者又は同法第６条の４

に規定する里親（以下「小規模住居

型児童養育事業を行う者等」とい

う。）以外のものをいう。 

項ずれの手当 

（第１号、第２号及び第４項から第

６項まで省略） 

（第１号、第２号及び第４項から第

６項まで省略） 
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【別紙３】 

児童福祉法（抜粋） 

改正前 改正後 備考 

（里親） （里親）  

第６条の４ この法律で、里親とは、

養育里親及び厚生労働省令で定め

る人数以下の要保護児童を養育す

ることを希望する者であつて、養子

縁組によつて養親となることを希

望するものその他のこれに類する

者として厚生労働省令で定めるも

ののうち、都道府県知事が第 27 条

第１項第３号の規定により児童を

委託する者として適当と認めるも

のをいう。 

第６条の４ この法律で、里親とは、

次に掲げる者をいう。 

 

 一 厚生労働省令で定める人数以

下の要保護児童を養育すること

を希望する者（都道府県知事が厚

生労働省令で定めるところによ

り行う研修を修了したことその

他の厚生労働省令で定める要件

を満たす者に限る。）のうち、第

34条の 19に規定する養育里親名

簿に登録されたもの（以下「養育

里親」という。） 

 

 二 前号に規定する厚生労働省令

で定める人数以下の要保護児童

を養育すること及び養子縁組に

よつて養親となることを希望す

る者（都道府県知事が厚生労働省

令で定めるところにより行う研

修を修了した者に限る。）のうち、

第34条の19に規定する養子縁組

里親名簿に登録されたもの（以下

「養子縁組里親」という。） 

 

 三 第１号に規定する厚生労働省

令で定める人数以下の要保護児

童を養育することを希望する者

（当該要保護児童の父母以外の

親族であつて、厚生労働省令で定

めるものに限る。）のうち、都道
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府県知事が第 27 条第１項第３号

の規定により児童を委託する者

として適当と認めるもの 

２ この法律で、養育里親とは、前項

に規定する厚生労働省令で定める

人数以下の要保護児童を養育する

ことを希望し、かつ、都道府県知事

が厚生労働省令で定めるところに

より行う研修を修了したことその

他の厚生労働省令で定める要件を

満たす者であつて、第 34 条の 19 に

規定する養育里親名簿に登録され

たものをいう。 

 削除 

   

（児童福祉施設及び障害者入所支援） （児童福祉施設及び障害者入所支援）  

第７条 この法律で、児童福祉施設と

は、助産施設、乳児院、母子生活支

援施設、保育所、幼保連携型認定こ

ども園、児童厚生施設、児童養護施

設、障害児入所施設、児童発達支援

センター、情緒障害児短期治療施

設、児童自立支援施設及び児童家庭

支援センターとする。 

第７条 この法律で、児童福祉施設と

は、助産施設、乳児院、母子生活支

援施設、保育所、幼保連携型認定こ

ども園、児童厚生施設、児童養護施

設、障害児入所施設、児童発達支援

センター、児童心理治療施設、児童

自立支援施設及び児童家庭支援セ

ンターとする。 

 

（第２項省略） （第２項省略）  

   

（情緒障害児短期治療施設） （児童心理治療施設）  

第 43 条の２ 情緒障害児短期治療施

設は、軽度の情緒障害を有する児童

を、短期間、入所させ、又は保護者

の下から通わせて、その情緒障害を

治し、あわせて退所した者について

相談その他の援助を行うことを目

的とする施設とする。 

第 43 条の２ 児童心理治療施設は、

家庭環境、学校における交友関係そ

の他の環境上の理由により社会生

活への適応が困難となつた児童を、

短期間、入所させ、又は保護者の下

から通わせて、社会生活に適応する

ために必要な心理に関する治療及

び生活指導を主として行い、あわせ

て退所した者について相談その他

の援助を行うことを目的とする施

設とする。 

 

 


